
































   2.1　 神戸地方裁判所平成 24 年 11 月 29 日判決 5）
　（1）　事実の概要



























































立を認め，求刑通り懲役 1 年 6 月（執行猶予 3 年）の判決を下した。
　 2.2    福岡高等裁判所宮崎支部平成 24 年 12 月 6 日判決 6）
　（1）　事実の概要
　本件の事実関係及び原判決の概要は以下の通りである。本件被告人は A
及び B である。そのうち A は指定暴力団の構成員であり，また以下の事
実に登場する C も指定暴力団の幹部構成員である。本件では，以下の二
つの事実について詐欺罪の成否が問題となった。
　平成 23 年 8 月 15 日，被告人 B による当日の予約により，C 及び被告
人 A を含め，合計 6 名が宮崎県内にあるゴルフ施設 D でゴルフを行うに
当たって，各自がフロントで利用申込みの手続をした際，D の従業員 E




　同年 9 月 28 日，被告人 B が同年 8 月 25 日に 8 名 2 組として電話で予
約を入れ，同年 9 月 27 日に同伴者として「A」ら 7 名であることにつき
電話連絡を入れ，被告人 A・B 両名ら 8 名が宮崎県内にあるゴルフ施設 F
でゴルフを行うに当たって，各自がフロントで利用申込みの手続をした
際，F の従業員 G に対し，被告人 A が「ビジター控え」の氏名欄にその
氏名を記載し，これを提出して，当該ゴルフ施設の利用に及んだ（第 2
事実）。

















　なお，C 及び被告人 A は，本件各ゴルフ場利用以前に，警察官から宮
崎県内のゴルフ場では暴力団員の利用が禁止されており，そこでのゴル
フは許されないことを伝えられていた。また，F の会員である被告人 B は，


























よりその利便の提供を受けた行為は刑法 246 条 2 項の詐欺罪を構成」し，
それぞれ共同正犯が成立するとし，被告人 A に対しては懲役 1 年 6 月（執






































　そして，共謀については，「被告人は，原判示第 1 及び第 2 の各事実に
ついて，自己の申込みにつき詐欺の故意をもって欺罔行為を行い，さらに，
原判示第 1 については，暴力団員である C の申込みについても同様の認
識を有していると認められるところ，原判示第 1 の共犯者である C，原判






























































































































































































































































































































































































































































































































桐蔭法学 20 巻 2 号（2014 年）
　【註】　
　　1）  西田典之『刑法各論［第 6 版］』209 頁，前田雅英『刑法各論講義［第 4 
               版］』（東京大学出版会・2007 年）287 頁など。
　　2）  長井圓「判批」平成 19 年度重要判例解説（2008 年）180 頁は，これを「通
　　　  俗的誤解」に由来する「騙し絵」と評する。            
        3）  林幹人『判例刑法』（東京大学出版会・2011 年）297 頁，山口厚『刑法各論［第 
              2 版］』（有斐閣・2010 年）267 頁。
4）  既にこの問題を論ずるものとして，松宮孝明「暴力団員のゴルフ場利 
      用と詐欺罪」浅田和茂ほか編『刑事法理論の探求と発見 斉藤豊治先生古 
      稀祝賀論文集』（成文堂・2012 年）147 頁以下がある。
5）  神戸地判平成 24 年 11 月 26 日 LEX/DB 文献番号 25445789。
6）  福岡高判平成 24 年 12 月 6 日 LEX/DB 文献番号 25500177。
7）  宮崎地判平成 24 年 5 月 21 日 LEX/DB 文献番号 25500176。
8）  名古屋地判平成 24 年 4 月 12 日 LEX/DB 文献番号 25481215。
9）  最決平成 22 年 7 月 29 日刑集 64 巻 5 号 829 頁。 
10）これに対し，林幹人『刑法各論［第 2 版］』（東京大学出版会・2007 年） 
　　144 頁以下は，財産犯のすべてを全体財産に対する罪と解した上で，詐
　　欺罪についても背任罪と同様に「財産上の損害」の発生を要求する。
11）団藤重光『刑法綱要各論［第 3 版］』（創文社・1990 年）619 頁。 
        その他に，大塚仁『刑法概説（各論）［第 3 版増補版］』（有斐閣・
        2005 年）255 頁以下，大谷實『刑法講義各論［新版第 4 版］』（成
        文堂・2013 年）272 頁，福田平『刑法各論［第 3 版増補版］』（有 
　　斐閣・2002 年）249 頁。
12）   西田・前掲註（1）203 頁。
13）   松原芳博「詐欺罪・その 2」法学セミナー 700 号（2013 年）108 頁。
14）  もっとも，店主が，客が 18 歳未満の者であると分かっていれば販売
　　 を拒んでいたはずであるとして，不本意にも雑誌の占有を手放したこ 
        とに書店の財産的損害を見出し詐欺罪の成立を認めることに対しては ,
      「詐欺罪を青少年の健全育成や店主の 意思決定の自由一般を保護する 
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　　　　　　　　　　      ために転用するものではなかろうか」 との正当な指摘がなされている
      （松原・前掲註（13）108 頁）。
15）   大谷・前掲註（11）273 頁。
16）  西田・前掲註（1）203 頁。その他に，木村光江「詐欺罪における損害
        概念と処罰範囲の変化」法曹時報60巻4号（2008年）2頁以下，曽根威彦『刑
         法の重要問題〔各論〕［第 2 版］』（成文堂・2007 年）190 頁，同・『刑法
         各論［第 5 版］』（弘文堂・2012 年）144 頁，高橋則夫『刑法各論』（成 
        文堂・2011 年）319 頁，中森喜彦『刑法各論』（有斐閣・2011 年）121 頁，
         星周一郎「詐欺罪の機能と損害概念」研修 738 号（2009 年）3 頁以下，
         堀内捷三『刑法各論』（有斐閣・2003 年）153 頁，前田・前掲註（1）287 頁，
         山中敬一『刑法各論［第 2 版］』（成文堂・2009 年）340 頁など。 
17）   佐伯仁志「詐欺罪（1）」法学教室 372 号（2011 年）106 頁は，「現在では， 
        実質的個別財産説の方が通説になっているといえる」とする。
18）   前田・前掲註（1）287 頁，木村・前掲註（16）3 頁。
19）   橋爪隆「詐欺罪成立の限界について」『植村立郎判事退官記念論文集 
        現代刑事法の諸問題〔第 1 巻第 1 編理論編・少年法編〕』（立花書房・ 
        2011 年）181 頁。
20）   松原・前掲註（13）108 頁。
21） 佐伯仁志「詐欺罪の理論構造」山口厚＝井田良＝佐伯仁志『理論刑法
　　 学の最前線Ⅱ』（岩波書店・2006 年）106 頁。既に，伊藤渉「詐欺罪に
        おける財産的損害（五・完）――その要否と限界」警察研究 63 巻 8 号 
        （1992 年）42 頁以下。
22）   これに対し，松宮・前掲註（4）152 頁は， 財産的損害を詐欺罪の
         成立要件とし，その条文上の根拠を，財物詐欺では，「錯誤」に基
      づく「財産交付」によって，「目的が達成できないのに財物を失っ
        たこと」にあり，利益詐欺では，欺罔者側が「財産上不法の利 益
        を得た」 ことの裏返しとして，被欺罔者側にそれに対応する「財産 
         的損害が生じた」ことであって，それぞれ「財物交付」ないし「財
        産上不法の利益を得た」ことの中に読み込めると解釈 す べ き で あ
         ろうとする。
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23）   佐伯・前掲註（17）「詐欺罪（1）」107 頁・その他に，内田浩「詐欺  
         罪における財産的損害」法学教室 359 号（2010 年）34 頁以下，橋爪 隆
         「詐欺罪（上）・（下）」法学教室 293 号（2005 年）71 頁以下，294 号（2005
         年）91 頁以下，同・前掲註（19）175 頁以下，山口・前掲註（3）267 頁，同・
         『問題探究刑法各論』（有斐閣・1999 年）161 頁以下，同・「『法益関係的
          錯誤説』の解釈論的意義」司法研修所論集 111 号（2004 年）107 頁以下。
         法益関係的錯誤説の詳細は，佐伯仁志・「被害者の錯誤について」神戸
         法学年報 1 号（1985 年）115 頁以下，同・前掲註（21）95 頁以下，参照。 
24）   佐伯・前掲註（17）107 頁，同・前掲註（21）106 頁。
25）   橋爪・前掲註（23）「詐欺罪（下）」94 頁。 
26）　佐伯・前掲註（17） 108 頁 。
27）   橋爪・前掲註（23）「詐欺罪（下）」94 頁は，「『財産上の 損害』の要否
          をめぐって議論されてきた問題の多くは，詐欺罪における被害者の錯誤の
           解釈によって解決することができると考える」とする。松原・前掲註（13）
           109 頁は，実質的個別財産説と法益関係的錯誤説とは「表裏であって，対
           置されるべきものではない」とする。なお，財産的損害の内容およびそれ
          と詐欺罪の他の要件との関係については，足立友子「詐欺罪における『欺罔』
          と『財産的損害』をめぐる考察――損害概念の多義性と中間結果としての
           錯誤に着目して――」川端博ほか編『理論刑法学の探究⑥』（成文堂・2013
           年）133 頁以下，渡辺靖明「詐欺罪における実質的個別財産説の錯綜」横
           浜国際経済法学 20 巻 3 号（2012 年）121 頁以下，裵美蘭「詐欺罪における
           財産上の損害」法政研究 78 巻 4 号（2012 年）156 頁以下，参照。
28）   伊東研祐『刑法講義各論』（日本評論社・2011 年）196 頁。 　




30）  長井圓「証書詐欺罪の成立要件と人格的財産概念」『現代社会型犯 罪 の
　　　諸問題』（勁草書房・2004 年）339 頁以下。　
31）  長井・前掲註（30）344 頁，さらに，同・前掲註（2）182 頁。
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　　　　　　　　　　32）　長 井・前掲註（2） 182 頁。
33）   橋爪・前掲註（9） 185 頁。
34）   橋爪・前掲註（19） 185 頁。
35）　佐伯・前掲註（21）107 頁。
36）    佐 伯・前掲註（21）109 頁。
37）　橋爪・前掲註（19）187 頁 以 下 。  
38）   橋爪・前掲註（23）「詐欺罪（下）」95 頁。
39）  橋爪・ 前掲註（19）188 頁。
40）   橋爪・前掲註（19）189 頁。 
41）   橋爪・前掲註（19）189 頁以下。 
42）   橋爪・前掲註（19）191 頁。 
43）   橋爪・前掲註（19）192 頁。
44）   橋爪・前掲註（19）193 頁。 
45）   橋爪・前掲註（19）193 頁。 
46）  橋爪・前掲註（19）197 頁以下。 
47）   佐伯・前掲註（17）「詐欺罪（1）」112 頁以下。 
48）  前田巌「判解」『最高裁判所判例解説刑事編平成十九年度』（法曹会・ 
          2011 年）143 頁。 
49）　松宮・前掲註（4） 155 頁以下。 
50）　松宮・前掲註（4） 157 頁。 
51）　松宮・前掲註（4） 158 頁。  
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の話ではなく，刑法の適正な解釈の問題」なのである。
【付記】本稿脱稿後，福岡高裁宮崎支部平成 24 年 12 月 6 日判決の上告
審判決である最高裁判所第二小法廷平成 26 年 3 月 28 日判決 LEX/
DB25446329 および名古屋高裁平成 25 年 4 月 23 日判決（名古屋
地裁平成 24 年 4 月 12 日判決の控訴審）の上告審である最高裁判
所第二小法廷平成 26 年 3 月 28 日決定 LEX/DB25446340 に接した。
これらの検討は別稿で行う。
（よじょう ･ ほくと　大阪経済大学経営学部ビジネス法学科 専任講師）
